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経済の動き

１　全国の事業所数・従業者数
　総務省及び経済産業省が５月末に公表した

「平成28年経済センサス－活動調査」の速報に

よると、平成28年６月１日時点の全国の民営事

業所数（事業内容等が不詳な事業所を除く。以

下、「事業所」）は536万事業所となり、４年前に

実施した活動調査（24年２月１日時点）の545万

事業所から1.7％減少した（図表１）。全国で減

少率が最も大きかったのは、昨年４月に大地震

に見舞われた熊本県で5.0％減となった。

　一方、全国の事業所で働く従業者数は5,584万

人から2.9％増加し、5,744万人となった。２年

前に実施した基礎調査（26年２月１日時点）

との比較でも僅かに増加しており、24年末の政

権交代を起点とした緩やかな景気回復の動きを

背景に、企業の雇用意欲が活発化している状況

が窺える。全国で増加率が最も大きかったのは、

人口が増加している沖縄県で8.4％増となった。

２　秋田県の事業所数・従業者数
　秋田県の動向についてみると、事業所数は

48,838事業所となり、前回活動調査の50,817

事業所から3.9％減少した。従業者数も418,749

人から0.9％減少し、414,947人となった（図表

１）。全国の状況をみると、事業所数は42都道

府県で減少した。東北では本県、青森県（2.0％

減）及び山形県（3.6％減）で減少した一方、宮

城県（5.9％増）、岩手県（1.8％増）及び福島県

（0.1％増）では増加しており、東日本大震災の

被災地３県では、事業活動を再開したり、避難

先から戻ったりする企業が増え、産業の復興が

進んだものとみられる。従業者数では34都道府

県で増加し、減少したのは本県のほか、長崎県

図表１　全国及び秋田県の事業所数・従業者数の推移 （単位：事業所、人、％）

全国 秋田県
全国 
シェアH24 

活動調査
H26 
基礎調査

H28 
活動調査

Ｈ28/Ｈ24 
増減率

Ｈ28/Ｈ26 
増減率

H24 
活動調査

H26 
基礎調査

H28 
活動調査

Ｈ28/Ｈ24 
増減率

Ｈ28/Ｈ26 
増減率

民営事業所数（事業内容等不詳を除く） 5,453,635 5,541,634 5,359,975 △1.7 △3.3 50,817 50,457 48,838 △3.9 △3.2 0.9

　うち個人 2,204,704 2,117,446 2,011,800 △8.7 △5.0 24,786 23,541 22,206 △10.4 △5.7 1.1

　うち法人 3,218,023 3,394,356 3,319,000 3.1 △2.2 25,691 26,587 26,295 2.4 △1.1 0.8

　うち法人でない団体 30,908 29,832 29,175 △5.6 △2.2 340 329 337 △0.9 2.4 1.2

従業者数 55,837,252 57,427,704 57,439,652 2.9 0.0 418,749 418,534 414,947 △0.9 △0.9 0.7

１事業所当たり従業者数 10.2 10.4 10.7 － － 8.2 8.3 8.5 － － －

人口（10月１日現在、単位は千人） 127,515 127,083 126,933 △0.5 △0.1 1,063 1,037 1,010 △5.0 △2.6 0.8

資料：総務省・経済産業省「平成24年経済センサス」「平成28年経済センサス」、総務省「平成26年経済センサス」より作成。以下、同じ
（注）　 １　国及び地方公共団体の事業所は含まない 

２　人口は、総務省統計局「人口推計」による

「平成28年経済センサス－活動調査」からみた秋田県の概況
－民営事業所数は48,838事業所、従業者数は414,947人－

　先頃、総務省及び経済産業省は「平成28年経済センサス－活動調査」の速報結果を公表した。速
報によると、平成28年６月１日時点の秋田県の民営事業所数は48,838事業所、従業者数は414,947
人となり、４年前に実施した「平成24年経済センサス－活動調査」をいずれも下回る結果となった。
本稿では速報結果に基づき、全国及び本県の民営事業所の現状や、この４年間における産業構造の
変化等について概観する。なお、速報結果の数値は、後日公表される確報と相違する場合がある。
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（1.9％減）、愛媛県（1.0％減）など13県とな

っている。

　また、本県の事業所数の全国順位は37位、

従業者数は39位となっており、前回活動調査か

ら順位に変動はない。全国シェアをみると、人

口の0.8％に比し、従業者数は0.7％と0.1ポイ

ント下回っているものの、事業所数は0.1ポイ

ント高い0.9％となっている。

　１事業所当たり従業者数は、全国平均の10.7

人に対し、本県は8.5人である。東北では、宮

城県が全国平均を0.4人下回る10.3人となって

いるが、本県は最も低い8.5人にとどまり、全

国でも43位となっている。

３　秋田県の産業別の事業所数・従業者数
　秋田県の産業大分類別の事業所数・従業者数

は図表２のとおりである。

（１）事業所数
　本県の事業所数48,838事業所のうち、事業所

数の多い産業は、①「卸売業，小売業」、②「生

活関連サービス業，娯楽業」、③「宿泊業，飲食

サービス業」、④「建設業」、⑤「医療，福祉」

の順となっている。上位４産業の順位は４年前

から変動ないものの、前回活動調査で７番目だ

った「医療，福祉」が５番目となり、「製造業」

と順位が入れ替わった。

　前回活動調査と比較した増減率をみると、「金

融業，保険業」が13.3％減、「情報通信業」が

9.5％減、「製造業」、「運輸業，郵便業」が各9.2％

減となるなど10産業で減少となっている。一方、

農業経営の法人化が進んだ「農林漁業」が

18.0％増、再生可能エネルギー関連の発電事業

者が増えた「電気・ガス・熱供給・水道業」が

53.5％増となったほか、「医療，福祉」も16.6％

増となるなど６産業で増加した。

（２）従業者数
　本県の従業者数の多い産業は、①「卸売業，

小売業」、②「製造業」、③「医療，福祉」、④「建

設業」、⑤「宿泊業，飲食サービス業」の順とな

図表２　秋田県の産業大分類別の事業所数・従業者数 （単位：事業所、人、％）

産 業 大 分 類

事業所数 従業者数

H24 
活動調査

H28 
活動調査

Ｈ28/Ｈ24 
増減率

H24 
活動調査

H28 
活動調査

Ｈ28/Ｈ24 
増減率構成比 構成比

全産業 順位 50,817 順位 48,838 100.0 △3.9 順位 418,749 順位 414,947 100.0 △0.9

農林漁業（個人経営を除く） 635 749 1.5 18.0 6,831 8,307 2.0 21.6

鉱業，採石業，砂利採取業 48 48 0.1 0.0 524 547 0.1 4.4

建設業 ④ 5,772 ④ 5,407 11.1 △6.3 ④ 43,048 ④ 40,387 9.7 △6.2

製造業 ⑤ 3,789 ⑦ 3,442 7.0 △9.2 ② 71,147 ② 66,819 16.1 △6.1

電気・ガス・熱供給・水道業 43 66 0.1 53.5 1,671 1,678 0.4 0.4

情報通信業 328 297 0.6 △9.5 3,857 3,716 0.9 △3.7

運輸業，郵便業 1,073 974 2.0 △9.2 ⑦ 21,340 ⑦ 19,021 4.6 △10.9

卸売業，小売業 ① 13,947 ① 13,023 26.7 △6.6 ① 88,505 ① 87,531 21.1 △1.1

金融業，保険業 955 828 1.7 △13.3 ⑨ 11,548 ⑨ 9,676 2.3 △16.2

不動産業，物品賃貸業 1,878 1,745 3.6 △7.1 5,887 6,058 1.5 2.9

学術研究，専門・技術サービス業 1,588 1,595 3.3 0.4 7,857 8,097 2.0 3.1

宿泊業，飲食サービス業 ③ 6,088 ③ 5,852 12.0 △3.9 ⑤ 35,400 ⑤ 33,684 8.1 △4.8

生活関連サービス業，娯楽業 ② 6,273 ② 5,885 12.1 △6.2 ⑧ 19,272 ⑧ 18,735 4.5 △2.8

教育，学習支援業 1,215 1,147 2.3 △5.6 ⑩ 9,257 ⑩ 8,744 2.1 △5.5

医療，福祉 ⑦ 3,141 ⑤ 3,663 7.5 16.6 ③ 59,128 ③ 66,521 16.0 12.5

複合サービス事業 509 547 1.1 7.5 5,106 6,473 1.6 26.8

サービス業（他に分類されないもの） ⑥ 3,535 ⑥ 3,570 7.3 1.0 ⑥ 28,371 ⑥ 28,953 7.0 2.1

（注）　 １　国及び地方公共団体の事業所は含まない 
２　「生活関連サービス業，娯楽業」には、家事サービス業の事業所は含まない 
３　「サービス業（他に分類されないもの）」には、外国公務の事業所は含まない
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っており、上位10産業まで前回活動調査から順

位の変動はない。

　前回活動調査と比較した増減率をみると、「金

融業，保険業」が16.2％減、「運輸業，郵便業」

が10.9％減、「建設業」が6.2％減となるなど９

産業で減少となっている。一方、郵便局の従業

者数が増えた「複合サービス事業」が26.8％増、

農業経営の法人化により就農者数が増えた「農

林漁業」が21.6％増となったほか、「医療，福

祉」も12.5％増となるなど８産業で増加した。

４　秋田県の企業等の経理事項
　秋田県の産業大分類別の売上（収入）金額、

付加価値額等は図表３のとおりである。なお、

売上金額等の経理事項の数値は、平成27年１年

間の活動によるものである。

（１）売上（収入）金額
　秋田県の産業大分類別の売上金額をみると、

「卸売業，小売業」が１兆5,527億円と最も多

く、「製造業」が8,353億円、「建設業」が6,226

億円などとなっており、上位３産業で全産業の

67.0％を占めている。これら３産業について前

回活動調査と比較した増減率をみると、「卸売業，

小売業」が11.9％増、「製造業」が5.0％増、「建

設業」が23.5％増となるなど、全産業でも

12.0％増加した。

（２）付加価値額
　付加価値額をみると、「製造業」が2,430億

円と最も多く、「医療，福祉」が2,295億円、「卸

売業，小売業」が2,093億円などとなっており、

上位３産業で全産業の57.7％を占めている。こ

れら３産業について前回活動調査と比較した増

減率をみると、「製造業」が37.5％増、「医療，

福祉」が8.2％増、「卸売業，小売業」が1.3％

増となるなど、全産業でも16.6％増加した。

５　経営指標を用いた産業間比較
　「経済センサス活動調査」では、産業別の売

上金額、付加価値額のほかに、費用総額、給与

総額なども把握でき、これらの経営指標を用い

た産業間比較（※）を行ってみる（図表４）。（※）

「金融業，保険業」及び「電気・ガス･熱供給・水道業」

図表３　秋田県の産業大分類別の売上（収入）金額、付加価値額等 （単位：企業、百万円、％）

産　業　大　分　類

企業等数 売上（収入）金額 付加価値額

実数 構成比 実数 構成比 Ｈ27/Ｈ23 
増減率 実数 構成比 Ｈ27/Ｈ23 

増減率

全産業 34,792 100.0 順位 4,494,230 100.0 12.0 順位 1,182,433 100.0 16.6

農林漁業（個人経営を除く） 593 1.7 70,528 1.6 42.9 18,196 1.5 60.4

鉱業，採石業，砂利採取業 21 0.1 4,292 0.1 △4.0 1,499 0.1 21.3

建設業 4,795 13.8 ③ 622,615 13.9 23.5 ④ 151,448 12.8 33.4

製造業 2,785 8.0 ② 835,286 18.6 5.0 ① 243,028 20.6 37.5

電気・ガス・熱供給・水道業 20 0.1 8,464 0.2 188.0 3,545 0.3 185.4

情報通信業 160 0.5 52,727 1.2 16.0 19,348 1.6 17.6

運輸業，郵便業 457 1.3 101,063 2.2 16.1 37,058 3.1 15.8

卸売業，小売業 8,264 23.8 ① 1,552,696 34.5 11.9 ③ 209,272 17.7 1.3

金融業，保険業 251 0.7 108,009 2.4 15.5 44,794 3.8 9.9

不動産業，物品賃貸業 1,353 3.9 69,163 1.5 27.0 20,961 1.8 29.0

学術研究，専門・技術サービス業 1,271 3.7 60,702 1.4 6.4 26,264 2.2 14.2

宿泊業，飲食サービス業 4,184 12.0 112,121 2.5 10.9 44,272 3.7 9.0

生活関連サービス業，娯楽業 4,903 14.1 ⑤ 181,466 4.0 0.8 35,291 3.0 6.8

教育，学習支援業 818 2.4 59,819 1.3 71.6 26,572 2.2 54.3

医療，福祉 2,210 6.4 ④ 440,266 9.8 11.3 ② 229,465 19.4 8.2

複合サービス事業 149 0.4 85,877 1.9 2.0 24,313 2.1 8.7

サービス業（他に分類されないもの） 2,558 7.4 129,137 2.9 △4.7 ⑤ 47,107 4.0 △4.3

（注）企業等数、売上（収入）金額、付加価値額は、必要な経理事項の数値が得られた企業を対象とした集計値
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は、他の産業と売上の概念や事業の性質等が異なり、

産業間比較になじまないため、比較対象から除く。

（１）収益性
　企業収益については、売上高から費用総額（売

上原価と販売費及び一般管理費の合計）を差し

引いたものが「営業利益」となり、営業利益の

売上高に対する比率「売上高営業利益率」が、

企業の収益性をみる指標として用いられる。

　本県の「売上高営業利益率」は、「宿泊業，飲

食サービス業」が14.8％と最も高く、「教育，

学習支援業」が3.1％と最も低くなっている。

（２）生産性
　生産性をみる指標としては、「従業者１人当た

り付加価値額（労働生産性）」、「従業者１人当た

り売上高」があるが、速報の段階では、必要な

経理事項の数値が得られた企業等の従業者数が

公表されていないことから、ここでは「売上高

付加価値額率（付加価値率）」についてみてみる。

「売上高付加価値額率（付加価値率）」は、この

値が大きいほど人件費以外のコストが小さいと

いえる。

　本県の「売上高付加価値額率（付加価値率）」

は、「医療，福祉」が52.1％と最も高く、「卸売

業，小売業」が13.5％と最も低くなっている。

（３）人件費
　人件費をみる指標としては、「従業者１人当た

り給与総額」があるが、前述のとおり従業者数

が公表されていないことから、ここでは「付加

価値額給与総額率（労働分配率）」についてみて

みる。「付加価値額給与総額率（労働分配率）」

は、企業が生み出した付加価値がどれだけ人件

費に分配されているかを分析することできる。

　本県の「付加価値額給与総額率（労働分配率）」

は、「教育，学習支援業」が92.4％と最も高く、

「生活関連サービス業，娯楽業」が55.6％と最

も低くなっている。

６　まとめ
　本県の事業所数及び従業者数は減少傾向に

あるが、産業別にみると「医療，福祉」で大幅

に増加したほか、農業や電気業でも増加するな

ど、本県の地域特性を活かした産業で動きがみ

られる。先月号の「経済の動き」に掲載したと

おり、本県の開業率は全国に比べ低い状況にあ

るが、地域経済を活性化させるためには、起業

を通じて新たな産業や雇用を創出していく取り

組みが重要である。一方、企業等における売上

金額、付加価値額は増加している。昨今、人手

不足の深刻化や長時間労働の是正のため、労働

生産性の向上が重要視されているが、今後も労

働生産人口の減少が続くことから、各産業とも

ＡＩやＩｏＴ等の新規技術の導入を急ぎ、労働

生産性の向上を図る必要がある。 （山崎　要）

売上高営業利益率＝ 営業利益
売上高 ＝ 売上高－費用総額

売上高

付加価値額
従業者数

（労働生産性）

＝ 売上高
従業者数

（従業者１人当たり売上高）

× 付加価値額
売上高

（付加価値率）

給与総額
従業者数

（従業者１人当たり給与総額）

＝ 付加価値額
従業者数

（労働生産性）

× 給与総額
付加価値額
（労働分配率）

図表４　経営指標を用いた産業間比較 （単位：％）

売上高営 
業利益率

売上高付 
加価値額 
率（付加 
価値率）

付加価値 
額給与総 
額率（労働 
分配率）

農林漁業（個人経営を除く） 9.9 25.8 57.9
鉱業，採石業，砂利採取業 12.5 34.9 56.5
建設業 8.6 24.3 61.2
製造業 11.0 29.1 59.9
情報通信業 11.7 36.7 66.7
運輸業，郵便業 5.8 36.7 80.3
卸売業，小売業 4.2 13.5 65.4
不動産業，物品賃貸業 10.6 30.3 58.3
学術研究，専門・技術サービス業 13.9 43.3 63.9
宿泊業，飲食サービス業 14.8 39.5 58.6
生活関連サービス業，娯楽業 7.9 19.4 55.6
教育，学習支援業 3.1 44.4 92.4
医療，福祉 6.8 52.1 85.0
複合サービス事業 11.4 28.3 57.1
サービス業（他に分類されないもの） 6.4 36.5 78.4
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